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物価上昇率の設定について
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これまでの財政検証（財政再計算）における
経済前提の設定

実施年度 賃金上昇率 運用利回り 物価上昇率

昭和48年

１３％（昭和48～52）
１０％（昭和53～57）
　８％（昭和58～62）
　７％（昭和63～　）

６．２％ ５％

昭和51年
１０％（昭和51～55）
　８％（昭和56～60）
　６％（昭和61～　）

６．５％（昭和51～55）
６．２％（昭和56～60）
　６％　（昭和61～　）

昭和55年 ７％ ６％ ５％

昭和59年 ５％ ７％ ３％

平成元年 ４．１％ ５．５％ ２．０％

平成６年 ４．０％ ５．５％ ２．０％

平成11年 ２．５％ ４．０％ １．５％

平成16年
（長期の前提）

２．１％ (平成21～  ) ３．２％ (平成21～  ) １．０％（平成21～）

平成21年
（長期の前提）

２．５％ (平成28～  ) ４．１％ (平成28～  ) １．０％（平成28～）

（注）経済前提が複数ケース設定されている場合は、標準的なケースについて記載している。 2



長期の物価上昇率の前提については、日本銀行金融政策決定会合において議決されたものとして、

「『中長期的な物価安定の理解』は、消費者物価指数の前年比で０～２％程度の範囲内にあり、委員

毎の中心値は、大勢として、１％程度となっている」とされていることを踏まえ、長期の前提として、

1.0％と設定することとされた。

平成２１年財政検証

平成１６年財政再計算

平成21(2009)年以降は、消費者物価上昇率の過去20年（昭和58(1983)から平成14(2002)年）平均が

1.0％であることや、内閣府の「改革と展望－2003年度改定 参考資料」において、平成16(2004)年度

から平成20(2008)年度の平均消費者物価上昇率が1.0％であることから、1.0％と設定した。

平成１１年財政再計算

物価上昇率は、予測することが難しい性格のものであることから、ある程度の長さの過去の実績を踏

まえることとし、実績平均が過去10年間で1.5％であることから、1.5％と設定している。

平成６年財政再計算

平成６年財政再計算における、消費者物価上昇率については昭和63年から平成４年までの５年間の

実績の平均が2.2％であること、「生活大国５ヵ年計画」における見通しが２％程度であることを勘案し

て設定したところである。

（1.0％と設定）

（1.0％と設定）

（1.5％と設定）

（2.0％と設定）
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消費者物価上昇率の長期的な推移

（単位：％）

昭和27 (1952) 年  5.0 昭和61 (1986) 年  0.6
昭和28 (1953) 年  6.5 昭和62 (1987) 年  0.1
昭和29 (1954) 年  6.5 昭和63 (1988) 年  0.7
昭和30 (1955) 年 -1.1 平成元 (1989) 年  2.3
昭和31 (1956) 年  0.3 平成２ (1990) 年  3.1
昭和32 (1957) 年  3.1 平成３ (1991) 年  3.3
昭和33 (1958) 年 -0.4 平成４ (1992) 年  1.6
昭和34 (1959) 年  1.0 平成５ (1993) 年  1.3
昭和35 (1960) 年  3.6 平成６ (1994) 年  0.7
昭和36 (1961) 年  5.3 平成７ (1995) 年 -0.1
昭和37 (1962) 年  6.8 平成８ (1996) 年  0.1
昭和38 (1963) 年  7.6 平成９ (1997) 年  1.8
昭和39 (1964) 年  3.9 平成10 (1998) 年  0.6
昭和40 (1965) 年  6.6 平成11 (1999) 年 -0.3
昭和41 (1966) 年  5.1 平成12 (2000) 年 -0.7
昭和42 (1967) 年  4.0 平成13 (2001) 年 -0.7
昭和43 (1968) 年  5.3 平成14 (2002) 年 -0.9
昭和44 (1969) 年  5.2 平成15 (2003) 年 -0.3
昭和45 (1970) 年  7.7 平成16 (2004) 年  0.0
昭和46 (1971) 年  6.3 平成17 (2005) 年 -0.3
昭和47 (1972) 年  4.9 平成18 (2006) 年  0.3
昭和48 (1973) 年 11.7 平成19 (2007) 年  0.0
昭和49 (1974) 年 23.2 平成20 (2008) 年  1.4
昭和50 (1975) 年 11.7 平成21 (2009) 年 -1.4
昭和51 (1976) 年  9.4 平成22 (2010) 年 -0.7
昭和52 (1977) 年  8.1 平成23 (2011) 年 -0.3
昭和53 (1978) 年  4.2 平成24 (2012) 年  0.0
昭和54 (1979) 年  3.7
昭和55 (1980) 年  7.7
昭和56 (1981) 年  4.9 （注）１９７０年以前は持家の帰属家賃を除く

昭和57 (1982) 年  2.8
昭和58 (1983) 年  1.9
昭和59 (1984) 年  2.3
昭和60 (1985) 年  2.0

年　　次
消費者物価

上昇率
年　　次

消費者物価
上昇率

【物価上昇率（単年あたり）の推移】

（出典）総務省「消費者物価指数」
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消費者物価上昇率と経済成長、景気循環との関係
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物価上昇率と経済成長率の推移（前年同期比、％）

（年）
（出典） 物価上昇率は総務省「消費者物価指数」。1970年以前は持家の帰属家賃を除く。

実質経済成長率は内閣府「国民経済計算」。1980年以前は1990基準・68SNA、1981～1994年は平成12年基準・連鎖方式、
1995年以降は平成17年基準・連鎖方式。

（注） シャドー部分は景気後退期を表す。

物価上昇率（棒グラフ） 実質経済成長率（折れ線グラフ）
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金融政策運営の枠組みのもとでの「物価安定の目標」について（日本銀行、2013年1月）
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金融経済月報（2013年10月、日本銀行） 【抜粋】

物価の先行きについてみると、国内企業物

価は、当面、緩やかな上昇を続けるとみられ

る。消費者物価の前年比は、プラス幅を次第

に拡大していくとみられる。

この間、予想物価上昇率は、全体として上昇

しているとみられる。
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変動を織り込む場合の前提について
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• 平均的には同水準の経済前提であっても、変動がない場合と変動が大きい場合でマクロ経

済スライドによる調整の効き方が異なることから、変動を織り込んだ場合の前提についても

検討が必要。

• その際、変動の幅および周期をどう設定するか。



景気循環の長さ（景気基準日付）について

景気基準日付について（内閣府ホームページより抜粋）

第15循環の景気の山については、平成24(2012)年４月と暫定的に設定（平成25年8月21日）。

上記の第15循環における景気の山までにおいて、

景気拡張期（景気の谷から山まで）の平均期間（長さ）は ３６カ月（３年０カ月）

景気後退期（景気の山から谷まで）の平均期間（長さ）は １６カ月（１年４カ月）

となっている。
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（出典）内閣府ホームページより 10



物価、賃金の推移と景気循環との関係について

物価、賃金の推移は下記のとおりとなっているが、変動の周期や幅をどの程度に設定するか。
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（出典） 総務省「消費者物価指数」（四半期毎の前年同期比） （注） シャドー部分は景気後退期である。
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（出典） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、1991年以降は事業所規模５人以上計、1990年以前は事業所規模30人以上計。
（注） 四半期毎の前年同期比である。 シャドー部分は景気後退期である。
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